
新潟県県民生活・環境部 男女平等社会推進課 

※結果についての詳細は、男女平等社会推進課のホームページに掲載しています。 

 ＵＲＬ https://www.pref.niigata.lg.jp/site/danjobyodo/2021danjo-r2report.html 

男女平等社会づくりに向けた県民意識調査結果【概要】 

令和３年３月 

男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会の実現に向けた県のさまざまな施

策の充実と、次期「新潟県男女共同参画計画（男女平等推進プラン）」の策定に活用

するため、県民意識調査を実施しました。 

調 査 概 要 

〇調査対象：新潟県に在住する満18歳以上の男女2,000人 
 

〇調査方法：郵送による配付・回収 
 

〇調査期間：令和２年８月17日～８月31日（９月７日到着分まで集計） 
 

〇回収結果：989人（女性513人、男性446人、性別無回答30人）有効回答率49.5％ 

結 果 概 要 

◆ 男女の地位の平等について 

 「学校教育の場で」以外の全ての項目で、「男性の方が優遇されている」という回答割合が３割

を超えている。 
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ク 社会全体について

キ 地域社会の中で

カ 学校教育の場で

オ 政治経済活動の場で

エ 法律や制度の面で

ウ 社会慣習（しきたり）について

イ 職場の中で

ア 家庭の中で

男性の方が優遇されている 平等である 女性の方が優遇されている どちらとも言えない 無回答
（％）
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◆ 男女共同参画社会の実現のために必要なこと（特に重要と思うもの３つまで選択） 

 男女共に、「女性を取り巻く様々な偏見や固定的な社会通念等を改めること」が重要と考える人

が最も多い。 
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0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

わからない

その他

政府や企業などの重要な役職に一定の割合で
女性を登用する制度を採用・充実すること

女性自身が経済力をつけたり、積極的に
知識・技能の向上を図ったりすること

法律や制度の上での見直しを行い、
性差別につながるものを改めること

職場において性別による待遇
（配置や昇進など）の差をなくすこと

小さいときから家庭や学校で
男女平等について教えること

労働時間の短縮やフレックスタイム制、在宅勤務の
普及など男女共に働き方の見直しが進むこと

男性の家事・育児参加への理解が進むこと

女性が出産しても働き続ける
ことへの理解が進むこと

育児・介護を支援する施設や
サービスの充実を図ること

女性を取り巻く様々な偏見、固定的な
社会通念、慣習・しきたりを改めること

全体(N=989)

女性(N=513)

男性(N=446)

（％）
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 男女共に、約９割の人が「賛成」している。 

◆ 家庭における家事等の分担について 
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計) 

「夫も平等に家事を負担すべきである」という考え方について 

家庭における家事等の担当者 
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自分 配偶者
自分と配偶者が同程度 夫婦以外の家族
ホームヘルパーなどの外部サービス 家族全員
該当なし・その他 無回答

（％）

いずれの項目も、女性が主に担っている。 

※育児、介護は該当者のみによる集計 
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賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

（％）
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55.7 42.2 

 女性では「反対」が６割を超えているが、男性では５割を下回っている。 
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49.1 
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対(

計) 
「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について） 

男性が家事や育児等に積極的に参加するために必要なこと（当てはまるもの全て選択） 

「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること」が最も多い。 
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1.6

2.1

男性
（N=446）
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（N=989）

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

（％）
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

特に必要なことはない

その他

男性が家事・育児などを行うための、
仲間（ネットワーク）作りを進めること

男性が家事・育児などに参加することに対する女性の抵抗感をなくすこと

男性の家事・育児などについて、啓発や情報提供、
相談窓口の設置、技能の研修を行うこと

労働時間短縮や休暇制度、テレワークなどのＩＣＴを利用した多様な働き方
を普及させることで、仕事以外の時間をより多く持てるようにすること

社会の中で、男性による家事・育児などについても、
その評価を高めること

年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担などについての
当事者の考え方を尊重すること

男性が家事・育児などに参加することに対する
男性自身の抵抗感をなくすこと

男性による家事・育児などについて、
職場における上司や周囲の理解を進めること

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること

全体(N=989)

（%）
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◆ 仕事と家庭生活や地域活動のバランスに関する理想と現実 

理 想 

 男女共に、５割以上の人が家庭生活や地域活動と仕事を同じように両立させたいと考えている。 

現 実 

 女性では約５割、男性では約７割の人が仕事を優先している。 

1.1

1.2

1.2

17.7

18.5

18.0

54.9

51.3

52.9

11.0

13.6

12.1

1.6

3.9

2.8

7.2

6.6

7.0

6.5

4.9

6.0

男性（N=446）

女性（N=513）

全体（N=989）

家庭生活や地域活動よりも仕事に専念する 家庭生活や地域活動にも携わるが、仕事を優先させる

家庭生活や地域活動と仕事を同じように両立させる 仕事にも携わるが、家庭生活や地域活動を優先させる

仕事よりも、家庭生活や地域活動に専念する わからない

無回答

（％）
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全体（N=989）

家庭生活や地域活動よりも仕事に専念する 家庭生活や地域活動にも携わるが、仕事を優先させる

家庭生活や地域活動と仕事を同じように両立させる 仕事にも携わるが、家庭生活や地域活動を優先させる

仕事よりも、家庭生活や地域活動に専念する わからない

無回答

（％）
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◆ 政策方針決定過程への女性の参画 

経済分野で女性リーダーを増やすうえで障害となるもの（当てはまるもの全て選択） 

 男女共に、育児や介護等における家族の支援が十分ではないことと考える人が多い。 
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

特にない

その他

女性自身がリーダーになることを
希望しないこと

現時点では、必要な知識や経験などを
持つ女性が少ないこと

企業などにおいては、管理職になると
広域異動が増えること

上司・同僚・部下となる男性や顧客が
女性リーダーを希望しないこと

育児・介護の支援などの
公的サービスが十分ではないこと

長時間労働の改善が十分ではないこと

育児・介護・家事などにおける夫などの
家族の支援が十分ではないこと

全体(N=989)

女性(N=513)

男性(N=446)

（%）
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45.3

19.7
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41.3

22.0

30.9

42.6
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20.3

34.7

48.0

20.5

29.0

47.2
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20.1
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21.3

29.8

44.5

41.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

働く場を増やすこと

女性が働くことに対する家族や
周囲の理解と協力が深まること

男は仕事、女は家庭といった
性別による固定的な役割分担意識

を持つ人が減ること

介護休業制度を利用しやすい
職場環境を整えること

昇進・給与等に男女の
差別的取扱いをなくすこと

保育施設を充実させること

育児休業制度を利用しやすい
職場環境を整えること

育児・介護休業取得によって
不利益をうけることをなくすこと

全体(N=989)

女性(N=513)

男性(N=446)

（％）

◆ 働きやすい環境づくりに必要なこと（当てはまるもの全て選択） 
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

働く場を増やすこと

女性が働くことに対する家族や
周囲の理解と協力が深まること

男は仕事、女は家庭といった
性別による固定的な役割分担意識

を持つ人が減ること

介護休業制度を利用しやすい
職場環境を整えること

昇進・給与等に男女の
差別的取扱いをなくすこと

保育施設を充実させること

結婚、出産、育児、介護のために退職
した人の再雇用制度を充実させること

育児休業制度を利用しやすい
職場環境を整えること

育児・介護休業取得によって
不利益をうけることをなくすこと

妊娠や出産によって不利益を
うけることをなくすこと

全体(N=989)

女性(N=513)

男性(N=446)

（％）

 「女性にとって働きやすい環境づくり」には、出産・育児・介護と仕事を両立できる環境整備が必要

と考える人が多い。 

 「男性にとって働きやすい環境づくり」には、育児・介護と仕事を両立できる環境整備に加え、働く

場を増やすことが必要と考える人が多い。 

女性にとって 男性にとって 

※「女性にとって」の上位10項目を男女で比較 7



◆ 今後県が力を入れていくべき施策（特に重要と思うもの３つまで選択） 

 子育て支援やワーク・ライフ・バランスの充実、男女平等の視点に立った社会制度・慣行等の見

直しを重要と考える人が多い。 
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その他

国際的な男女共同参画の取組の
理解と国際協力活動への参画促進

農林水産業・商工業等自営業における
女性の経営参画・社会参画の推進

生涯を通じた女性の健康づくりへの支援

地域や防災・災害復興等における
男女共同参画の促進

高齢者・障害者の社会参画の支援

女性の能力開発への支援

女性への意識啓発

家庭における男女共同参画の促進

政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

男女平等意識を高めるための
生涯にわたる学習機会の充実

男性への意識啓発

学校等における男女平等教育の深化

女性に対するあらゆる暴力
（ドメスティック・バイオレンス等）の根絶

高齢者・障害者が安心して暮らせる介護体制の整備

雇用等の分野における男女均等な機会と待遇の確保

男女平等の考え方を社会全体に
浸透させるための啓発活動の充実

男女平等の視点に立った社会制度・慣行等の見直し

働き方を見直し、仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）を可能とする就業環境の充実

子育て支援の充実

全体(N=989)

女性(N=513)

男性(N=446)

（％）
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